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Abstract:
A tribute to the “strategic coercion” concept developed by Lawrence Freedman in
early post-Cold War scholarship＊2, the article offers a brief review of strategic pressures
exerted by Venezuela, Iran and Russia as some of the world’s major oil exporters.  A
particular critical attention is paid to Russia’s unique role as a non-OPEC oil exporter in
the context of her highly valued potential of turning into one of the major oil suppliers
in the Asia-Pacific region.  An updated version of an oral presentation, the article
suggests to develop a far more detailed and substantiated comparative framework while
urging, on a practical scale, to form a regional collective energy security scheme as a
countermeasure serving to neutralize Russia’s “strategic coercion” threats.  The latter
are viewed as deriving from Russia’s attempts at destabilizing the Middle Eastern
region in order to gain a competitive advantage in terms of delivering oil supplies.  The
article also provides a brief introduction to the revival of geopolitical thought in post-
Cold War Russia, concentrating on the issue of energy security as lying at its core.
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ソ連崩壊後のロシアに広まった地政学的思想は、ロシア国内はもとより、国外においても、依然
として批判的検討の対象となっている。この現象は、国外の研究論文では、「エリツィン・プーチン
（政権）期におけるファシズム思想及び心情」＊3の広まりと直接に結び付けて論じられ、なかでも、
ロシアにおける地政学思想の普及をきわめて活発に実践し、かつ大きな影響力を持ってきたアレク
サンドル・ドゥーギン＊4の活動との関連で取り上げられてきたのに対し、一方ロシア国内において
は、地政学思想は、学会においても、政界においても、明らかに市民権を獲得している。その意味
で注目されるのは、ナタリヤ・ナロチニツカヤの学会及び政界での活躍ぶりである。
ソ連時代の国際政治史専門家アレクセイ・ナロチニツキーの娘であるナターリヤ・ナロチニツカ
ヤは、歴史学博士として、ロシア科学アカデミー国際経済・国際関係研究所で上級研究員の職にあ
る。ソ連外務省付属モスクワ国立国際関係大学を優秀な成績で卒業後、国際関係研究の道に進んだ。
しかしナロチニツカヤの活動は学術研究に留まらない。1982年から1989年にかけてのソ連時代、ナ
ロチニツカヤは、アメリカの国連事務局に勤務していたが、ソ連崩壊後は第四期下院議員となった。
2003年12月７日から現在に至るまで、下院国際問題委員会副委員長のポストにある＊5。
専門家としてのナロチニツカヤの影響力は、政府内にも浸透しつつあり、ロシア外務省の定期刊
行誌『メジドゥナロードナヤ・ジーズニ』に2000年以降複数の長大な論文を発表しているが、その
すべての論文が、地政学的議論をその内容としている。
なかでも多くの論文で、著者は、一貫して地政学分析のさまざまな方法を駆使しつつ、特にロシア
にとって目下の重要テーマである、エネルギー資源問題にアクセントを置いて論を展開している。＊6
これに関連して指摘しておきたいのは、エネルギー安全保障をめざす国家間のせめぎあいの中で、
ソ連崩壊後のロシアのなかに、自国が持つ潜在力に対する意識が高まり、これが地政学的思考の復
活を促すとともに、外交理念にも地政学的視点が求められる一因となっている点である。
「オイル・スーパーパワー」としてのロシアの底力には、たとえばアメリカのダニエル・エルギン
（Daniel Yergin）のようなエネルギー安全保障分野のエキスパートも、高い評価を与えている。エ
ルギンは、ロシアの存在は、ソ連から輸出される石油がOPEC設立の誘因となった1960年代にのみ
重みを持っていたが、それがいまや、世界石油市場の決定要因に変貌したと指摘している。＊7 しか
しながら、ソ連時代に容赦ない批判の的となった地政学が、ソ連崩壊後のロシアで復活した大きな
要因は何かを、より大きな文脈で考えた時、それは旧ソ連地域における、まさに歴史的規模で生じ
たアイデンティティ・クライシス及び安全保障システム維持が抱える問題であることを指摘すべき
である。
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先ほど触れたナロチニツカヤの論文を通して、エネルギー安全保障をめぐる闘い、ロシア連邦の
分解、そしてこの分解がはらむユーラシア的な性格、この３者の関連性が浮かびあがってくる。＊8
「現代世界の再分割」がめざす最大の目的が、現実として「天然資源と、それに至る戦略地政学的な
らびに軍事的手段をコントロールすること」にあるとすれば、その状況下で重大な意味を持ってく
るのは、「ロシアを世界資源の中心にアクセス・ルートのひとつである地中海―黒海―カスピ海地域
から遠ざけ、ユーラシアの北東部に追いやる」ことであるというのが、ナロチニツカヤの見解であ
る。その場合ロシアを追い出す役割を担うのは、「西側」で、なかでは第一にアメリカ、そして具体
的に名指しされてはいないが「アングロサクソン」ブロックが挙げられている。以上のことは、「連
綿と続いてきた地政的野心」が、たとえば「冷戦」時代のスタンダードな決まり文句など、イデオ
ロギーによるあらゆるカムフラージュに勝ることの表われだとナロチニツカヤはいう。
ナロチニツカヤは、「アングロサクソンの最長老アーノルド・トインビーの歴史観」を例に引き、
「西側」への不信を示している。ナロチニツカヤは、20世紀は過剰なるイデオロギー化の世紀であり、
その陰には「海への出口と資源を求める何世紀のもわたる競争」が潜んでいた。この観点からみる
ならば、「歴史が市場と民主主義の勝利に向かって確実な歩みを進める一方で、この大道の端にとり
のこされる国もある」というライス米大統領補佐官の発言は、ナロチニツカヤから見ればデマゴギ
ーであるばかりか、「冷戦」と過去の宗教戦争が似通っていることを想起させるものであった。
この種のイメージを連ねた文脈でみれば、ロシア崩壊の脅威はナロチニツカヤの目には、「西側」
による地球規模の計画が実行された結果と映る。ナロチニツカヤは、「地中海-黒海-カスピ海地域」
は、「世界エネルギー、又は炭化水素楕円」の北端に当たり、楕円は、アラビア半島、イラクおよび
イラン、ペルシャ湾、ロシア領北カフカスを包み込み、アフガニスタンで円を閉じる。ナロチニツ
カヤによれば、この地域の南側曲線は、「トルコにおけるアングロサクソンの陣地を、ペルシャ湾経
由でパキスタンにつなげるためのものである」。したがって、「勝ち誇るアングロサクソン」が、「平
和維持軍」（かぎ括弧はナロチニツカヤ）を装って、カブールやメソポタミヤに入り、管理下になか
った旧アフガニスタンや反乱を起こしたイラクを絶滅させる――これはナロチニツカヤにとっては、
デイズレリとパルマーストンの「野望」が現実となることを意味する。
さらにナロチニツカヤは、楕円形を成す地域の北端は、ウクライナ、モルドヴァ、カフカス、ザ
カフカス（カフカス山脈の南側地域）に接しているため、ロシア解体の脅威は、まずカフカス地域
全体、個別的にはチェチェン情勢が引き金となると見る。こうした地理的状況をナロチニツカヤは、
バルトから黒海に至る円弧状の地域を「大西洋軌道」に引き入れ、ベラルシをも統合し、グルジア
を「西側の影響」下に引き込むことによって、「ロシアを最終的にクリミアから締め出す」。このよ
うな戦略がもつ歴史的背景として、ナロチニツカヤは、16世紀ロシアを海への出口から遮断しよう
とした試みを挙げている。
チェチェンの分離独立の動きについて、ナロチニツカヤは、分離独立派を「チェチェンのならず
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者」と呼び、他ならぬこの運動こそは、「西側」の圧力のもとロシアの解体をもたらす直接的な脅威
であると考えているようだ。チェチェン紛争が「犯罪としての暴動」から地球規模の計画に膨れ上
がった原因は、この紛争が「ワシントンの壮大なユーラシア戦略」の二つの目的を実現するための
環境を提供しているからだと、ナロチニツカヤは見る。ふたつの目的とはすなわち、「炭化水素楕円」
への支配権を磐石なものとする、第二は、この地域に対して地理的に有利な位置にある現実の、又
潜在的な勢力を、これらの資源から永遠に遠ざけることである。この主張をナロチニツカヤは、具
体的な資料を用いることもなく、チェチェンに「民族解放運動という栄光」が生まれたのは、チェ
チェン分離独立派やイスラム過激派自身の要求というよりむしろ、「西側」の地政学的要求によるも
のと主張し、ほのめかしている。
ナロチニツカヤは、「炭化水素楕円」が持つ重要性に踏まえながらも、ロシア領カフカス南北両地
域でロシアが崩壊する危機に、最大の関心を寄せている。これと同様の危機と考えられるのが、ロ
シアが「南クリル」（北方領土地域）を失い、日本が利益を得るという状況で、これはナロチニツカ
ヤも論考や発言のなかで幾度も言及している。＊9
ロシアの燃料エネルギー資源は確かにきわめて大きいものがある。まず天然ガスは、世界の埋蔵量
の３分の１、石油は10分の１、石炭は全体の20%、フランは14%が、ロシアに集中している。＊10 近い
将来においては、ロシアのエネルギー資源はこれまで同様、ロシア経済発展の動向を決定する要素
として位置づけられるであろう。セルゲイ・オガネシヤン連邦エネルギー機関長によれば、燃料エ
ネルギー部門は、GDP（国内総生産）の28%、工業生産の30%、連邦予算の54%、外貨収入のおよそ
45%を占めるにいたっている。今年ロシアは原油輸出により1,100億ドルの収入を見込んでおり、昨
年比で実に22%の増加となっている。＊11
最近3年間の石油採掘の伸びは、およそ10%であった。＊12 ロシア天然資源省の予測では、石油採掘
規模は2010年までに3千万トン、2020年までには９千万トン増加する可能性が指摘されている。＊13 特
に、今後数年間オペックの枠外での石油生産は主として、旧ソ連地域にある国々で行われるであろ
う事は、間違いない。2000年から2003年までの期間を限ってみると、オペック以外の石油生産に旧
ソ連地域が占める割合は80%で、そのうちの実に79%がロシア、のこりの21%が主としてカスピ海地
域諸国となっている。もっとも楽観的なものでは、2008年ないし2010年までには、ロシアにおける
石油生産は、かつてソ連が日産1,140万バレルを生産した1987年の水準に達するという見方もあるほ
どである。＊14 現在ロシアの石油生産は日産920万バレルであるが、これはサウジアラビアに次ぐ規模
となっている。＊15
ここでいったん視点をロシアからヴエネズエラに移してみよう。ヴエネズエラは、西半球ではも
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っとも豊かな埋蔵量を有する産油国であり、310万バレルに達する日産量のうち、ほぼ150万バレル
を日々アメリカに輸出している。＊16 これはアメリカが輸入する石油全体のおよそ13%にあたる。＊17
それだけでなく、ヴエネズエラは、アメリカと友好関係にあるカリブ海諸国および中央アメリカ諸
国にとっても、最大の石油輸出国となっている。
一方アメリカは依然として、世界最大の石油輸入国であり、石油消費国である。アメリカ・エネ
ルギー省の発表では、アメリカは一日あたり1,200万バレルを超える石油を輸入し、2,000万バレル以
上を毎日消費しているということになるが、これは世界消費量の14%に当たる量である。＊18 ヴエネ
ズエラのウーゴ・チャベス大統領は、アメリカの人口は世界人口のわずか５%にすぎないのに、世
界の石油のおよそ25%を消費しているが、これは資本主義発展のモデルの「コンシューマリズム」
に歯止めが利かなくなっているためと説明している。＊19 その是非はさておいても、アメリカにとっ
てヴエネズエラがこれほど近隣に位置することの利便、利益は間違いないところであろう。しかし
それにもかかわらず、アメリカのリチャード・ルーガ（Richard Lugar）上院外交委員長は今年はじ
め、アメリカ政府に、ヴエネズエラからの石油および石油製品の輸入停止を検討するよう要請して
いるし、他方ヴエネズエラのウーゴ・チャベス大統領も、今年２月末、アメリカによる自分への
「暗殺計画」が実施されるならば、石油の輸出を停止すると警告を行っている。＊20
ウーゴ・チャベス大統領は今年５月キューバを訪問した際、みずからを「真正の社会主義者」と
名のり、金儲けに奔走する資本主義や資本主義の産物である汚職と戦うと宣言する一方、富は悪で
あるとして、石油を武器にアメリカの国益に対抗する行動を活発に行い、今年９月に行われた国連
創設60周年記念サミットでは、アメリカを「テロ国家」と呼んではばからなかった。＊21
1998年、ウーゴ・チャベスが「野蛮な資本主義」への抵抗を訴えて大統領に選出されて以降、ヴ
エネズエラの石油輸出による収入は、アメリカ・エネルギー省の資料によれば、1998年が130億米ド
ルであったのに対し、今年は350億ドルが見込まれるまでに増加している。＊22 これに伴い、アメリカ
の国益に対抗しようとするチャベス大統領の活動も目立ってきている。＊23 最近の例を引くと、今年
９月ヴエネズエラは、九つのカリブ海諸国との貿易協定に調印しましたが、これによりヴエネズエ
ラは今後25年間、これらの国々に低い金利により原油を供給する義務を負うことになった。＊24 しか
も、ブッシュ大統領の任期中に、ラテンアメリカの5つの国が選挙の結果「左翼陣営」に移り、もう
ひとつの対米石油輸出国であるメキシコでも、来年7月に実施される大統領選で、同様の結果が起こ
りかねない状況にある。2006年末までに、メキシコを含め10のラテンアメリカ諸国で大統領選が実
施されるが、チャベス大統領は地域再編への野心を隠していない。＊25
チャベス大統領は、キューバとヴエネズエラを市場経済に対抗する国と規定し、世界第五位の石油
輸出国として、石油を政治圧力の手段として活用しているといえよう。たとえば2000年と2003年の２
回、チャベス大統領は、OPECによる原油価格引き上げを目的とする減産の決定で、重要な役割を演
じている。2000年さらなる減産を実現すべく、チャベス大統領はイラン、イラク、リビア、サウジア
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ラビアを訪問し、今年3月にはイラン指導部に接近を果たし、対米活動の場をさらに押し広げたとい
える。＊26 ヴエネズエラは、今年９月核不拡散条約に違反してウラン濃縮を行ったイランに対する、
IAEA（国際原子力機関）の非難決議に反対した唯一の国でもあった。＊27 こうした状況の下でRichard
Lugar上院外交委員長は、ヴエネズエラとイランを、アメリカに「損害を与える」チャンスに「小躍
りせんばかり」のグループとし、石油が外交の「新たな通貨」となっていると分析した。＊28 ヴエネズ
エラと同様イランも1998年、石油輸出により110億ドルを手にし、今年は400億ドルの収入を見込んで
いる。＊29
ハタミ大統領が今年３月のヴェネズエラを訪問した際、秘密協定なども含めて20近い協定に調印
が行われたが、このときにかなり多くの反米的な発言がおこなわれた。たとえば、チャベス大統領
は、「イランは自前の原子力を開発し、この分野で独自の研究を行う権利がある」などの発言を行っ
ている。＊30 さらに、ヴェネズエラはイランとの友好関係を強化する行動の一環として、ヴェネズエ
ラにトラクター工場を建設することで合意しているが、これは実際には、キューバにあるイランの
活動拠点をヴェネズエラに移し、ラテンアメリカにイランの破壊活動専門家を送り込む目的をもつ
ともいわれている。またソ連の型式で建造した戦車や大砲をヴェネズエラに送る計画についても伝
えられている。＊31 それに加えて、ロシア・ヴェネズエラ間で進められていた10万挺を超える最新式
A-103型カラシニコフ銃の買い付け交渉をめぐり、米ロ間に緊張が高まったのは、まさにこの時期で
あった。＊32 交渉はアメリカの反対にもかかわらず、5,400万ドルの契約が成立している。最初の２万
８千挺は、先月、のこりは2006年１月に納入の予定となっている。
今年３月イランのハタミ大統領（当時）がヴェネズエラの首都カラカスを訪問した際、ロシアと
ヴェネズエラの高官レベルでの接触が目に見えて活発化していることが確認されている。＊33 たとえ
ば、ラヴロフ外相が外交関係樹立60周年という名目でヴェネズエラのアリ・ロドリゲス外相に宛て
た３月17日付のメッセージである。メッセージには、軍事技術分野での協力の見通しや、現代世界
の基本問題での両国の立場の近さなどが指摘されております。＊34 これは、ソ連崩壊後のロシアとヴ
ェネズエラの関係発展という面から見ると、2001年５月の公式訪問を皮切りにチャベス大統領が行
った３回のロシア訪問を含め、進めてきた密接な交流の成果といえるものである。しかも第一回目
のロシア訪問の際チャベス大統領は、地政学的影響力を持つような「戦略的同盟関係」の構築を呼
びかけている。＊35
ルーガ外交委員長はヴェネズエラとイランのあいだに、圧力手段としての石油と厳しい反米主義
を楯にした一定の同盟関係が存在すると推測したわけであるが、＊36 その意味ではロシアも十分に同
盟国たる権利を有することになった。ただし、ロシアの場合「反米主義」は、全体としては便宜主
義的に用いられる「オプション」のひとつにすぎず、格別の思想や価値観の体系を持っているわけ
ではない。一例として、今年3月中旬ロシアのイワノフ国防相がワシントンに５日間滞在し、ブラチ
スラバで行われる米ロ首脳会談の準備に当たっていたちょうどそのころ、ロシア実験・設計局『ラ
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ドゥガ』の専門家たちは、ペルシャ湾岸にあるブーシルに程近い、ロシアの専門家が建設した原子
力発電所周辺、そしてイラン中央部濃縮ウラン工場がある一帯のエスファハーン市で、ふたつの改
良型レーダー・システムの建設を終了しようとしていたのである。＊37
アメリカの小型無人機、いわゆる “drone” が、イランの領空での偵察飛行を活発化させたのも、こ
のころで、2004年12月末イランでは、原子力施設のある地域への未確認飛行物体襲来のうわさまでが
流れ、これがロシア・イラン間の未確認飛行物体研究協定の締結につながったともいわれている。＊38
イスラエル側によれば36D６型の高感度・高性能のレーダ装置は “tin shield” というコードネーム
で知られているが、アメリカやイスラエルからの空襲やミサイル攻撃に備えイランの主要核施設の
防衛力を強化するため特別に設置されたものである。＊39 それと同時に、ブラチスラバ米ロ首脳会談
のために準備が行われていた文書のひとつは、皮肉なことに、テロリストがイラク内の米民間航空
や米軍を威嚇する目的で使用するかも知れない携帯型地対空ミサイル “manpad” を発見するため、
米ロが情報交換を行うための協定であった。＊40
ルーガアメリカ上院外交意委員長は、今年８月末にキエフを訪問しチモシェンコ首相（当時）と
会見している。会談の際チモシェンコ首相は、ウクライナは「エネルギー飢餓」の一歩手前だが、
それはエネルギー価格が高いということよりも、むしろエネルギー資源そのものがないことによる
のだとLugar委員長に語っている。＊41 チャベス大統領は、ヴェネズエラの石油利用に有利な条件を
ラテンアメリカ諸国に提供することによって、この地域への影響力を拡大しようとしていているが、
旧ソ連地域にも同様の方法で圧力がかけられている。ただしそれは例によって、近隣諸国がロシア
に大きく依存していることや、東欧や中欧がロシアの石油やガスに依存していることを背景に、ロ
シアがエネルギー資源を「懲罰」の手段として利用するというものである。2004年５月の拡大以前
には、ヨーロッパ連合（EU）加盟国は15で、ロシアからの石油輸入は全体で15%、ガスの輸入は
20%であったが、EUの新加盟国がロシアから輸入している石油は、これらの国の輸入量全体の80%、
ガスは75%であることを考えると、大きく変化しているはずである。＊42
とりわけポーランドの場合は、ロシアからの石油とガスの輸入割合が100%と90%、スロヴァキア
はいずれも100%となっている一方、バルト三国の場合は、三国合わせた数字が90%と100%となって
いる。＊43 今年９月ドイツとロシアは、ロシア北部からバルト海を経由してドイツ北部に達する全長
1,200キロのガスパイプライン建設協定に調印したが、この協定をめぐる経緯も、エネルギー資源を
手段に使った圧力といっていいだろう。このプロジェクトでは、ガスパイプラインは、現在、ヨー
ロッパ向けロシア産ガス輸送ルートにあたるポーランド、ウクライナ、ベラルシを迂回している。
2010年にガスパイプラインの建設が完了すれば、これまでガス供給の仲介国であった、これら三国
は、ロシア産ガスに100%の価格を支払わなければならなくなるが、これはとりわけウクライナにと
っては致命的なエネルギー危機をもたらすことになりかねない。しかも、ロシアがガスパイプライ
ンのルートを決定した背景には、ポーランドやウクライナがロシアに対してきわめて好ましくない
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政策をとっていきたことが、大きく関わっているのである。このようなロシアの政策が孕む潜在力は
巨大なものといえる。ロシア側の動きが引き金となって昨年末緊迫化したウクライナ・ロシア天然
ガス問題については、ウクライナ議会（ラーダ）のウラジーミル・リトヴィン議員が問題発生以前
の段階で。この種の摩擦は、本質的にはヨーロッパに対する恫喝を考えるとした発言に同意せざる
をえない。＊44
ロシアとヴエネズエラの大きな違いはおそらく、ヴェネズエラがOPEC加盟国であるのに対して、
ロシアがそうではないという事実である。これは、ロシアにとっては、エネルギー資源供給国とし
ての地位に、予測不可能な要素と潜在的なリスクをつけくわえることになるが、別な見方をすれば、
外交上のチャンスを増やす可能性も秘めているともいえる。天然ガスの埋蔵量ではロシアは群を抜
いているが、石油に関しては、世界の埋蔵量の63%が集中する中東全体、特に世界全体の25%を埋蔵
するサウジアラビアと比べれば、かなりの差がある。＊45 そうなると、ロシアは石油市場での安定し
た地位を築こうとすれば、中東地域を自らの死活がかかった地域と見ざるを得なくなり、きわめて
むずかしい状況の中で、この地域に地歩を築かざるをえないのである。この目的を達成するため、
「ダブルスタンダード」や便宜主義などの手法がさかんに用いられているが、この便宜主義は、中東
地域をさらに不安定化させ、ひいてはロシア石油への需要を拡大することを目指しているといえよ
う。
ロシアの「ダブルスタンダード」は、チェチェンの分離主義について、これを国際テロリズムと
する定義づけを浸透させることにかなり成功していることにも表われている。一方便宜主義を裏付
ける最近の好例は、NATOでは “stone” のコードネームで知られるロシア製地対地ミサイル「イス
カンデルSS-26」のシリアへの売却契約である。NATOは現在に至るまで、「イスカンデルSS-26」に
相当する性能を持つミサイルを所有していない。＊46 2004年アメリカは、ロシアとの武器生産・売却
禁止に関する協定に “stone” を含めようとしたが、うまくいかなかった。専門家によると、「イスカ
ンデルSS-26」は戦略兵器であり、所有数が少なくても、地域紛争の戦況を変える能力があるといわ
れている。ロシアがシリアに「イスカンデルSS-26」を売却するという最初の情報は、今年の１月12
日ロシアからもたらされ、その後数週間にわたりイスラエルとアメリカは、シリアとの取り引きを
中止するようロシアの説得にあたった。これに対しプーチン大統領は今年5月に行われたイスラエル
公式訪問の際、売却を中止するとシャロン首相に約束している。それにもかかわらず、イスラエル
側によれば今年９月26基のミサイル装置売却契約が成立し、９月26日急遽モスクワを訪れたイスラ
エル安全保障会議のギオル・エイランド議長に、バルエフスキー・ロシア参謀長がみずから伝えた
のである。＊47
中東情勢は、アジア太平洋地域におけるシベリア石油の戦略的価値を評価する場合にも、きわめ
て大きな意味を持っている。日本は石油の大半を中東から調達しているが、これに対し中国が昨年
中東から輸入した石油は、輸入量全体の45%を超えている。＊48 アジア太平洋地域へのロシア産石油
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の輸出が、いまのところごくわずかな量にとどまっているのに対し、一方ヨーロッパでは、昨年ロ
シアからの輸入が、石油では全体の42%、ガスが43%強を占めるにいたっている。＊49 しかも、ヨーロ
ッパの「フィンランド化」を懸念する「オイル・フォビア」（石油による恐怖症）の高まりに反比例
する形で、ロシアではアメリカの専門家Fiona Hillの表現を借りるならば、「ペトロ・アロガンス」
（石油による傲慢）が増長している。＊50
2005年11月４日に終了したロシアのフラトコフ首相の中国訪問は、東アジア向けのシベリア石油
パイプラインについての言及はないままに終了した。＊51 したがって中国と日本が獲得をめぐって鎬
を削っているシベリア石油パイプライン問題はペンディングのままということのようである。地域
安全保障体制がいまだに存在していない東アジア地域でもロシアに対する「オイル・フォビア」が
あったとしても、それはしごく健全な現象といえよう。シベリア石油を獲得する唯一受け入れ可能
な道があるとすれば、それは輸出国にとっても消費国にとっても相互に利益をもたらすような、地
域安全保障体制を構築することによってのみ開かれるものである。
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